
生活拠点形成事業計画　生活拠点形成事業等

有 設置の時期：

うち、福島県等
以外の者が負
担する額を減じ
た額

(0) (0)
0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
(0) (0)

0 0
＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(38,400) (38,400) (38,400)
0 0

＜38,400＞ ＜38,400＞ ＜38,400＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
(38,400) (38,400) (38,400)

0 0
＜38,400＞ ＜38,400＞ ＜38,400＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(601,515) (601,515) (601,515)
0 0

＜601,515＞ ＜601,515＞ ＜601,515＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
(12,891) (12,891) (12,891)

0 0
＜12,891＞ ＜12,891＞ ＜12,891＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(10,833) (10,833) (10,833)
0 0

＜10,833＞ ＜10,833＞ ＜10,833＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
(30,267) (30,267) (30,267)

0 0
＜30,267＞ ＜30,267＞ ＜30,267＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(638,280) (638,280) (638,280)

0 0

＜638,280＞ ＜638,280＞ ＜0＞ ＜638,280＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(638,280) (638,280) (638,280)

0 0

＜638,280＞ ＜638,280＞ ＜0＞ ＜638,280＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
(1,837,490) (1,837,490) (270,620) (1,566,870)

0 0
＜1,837,490＞ ＜1,837,490＞ ＜270,620＞ ＜1,566,870＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(7,800) (7,800) (7,800)
0 0

＜7,800＞ ＜7,800＞ ＜0＞ ＜7,800＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
(7,800) (7,800) (7,800)

0 0
＜7,800＞ ＜7,800＞ ＜0＞ ＜7,800＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(28,275) (28,275) (28,275)
0 0

＜28,275＞ ＜28,275＞ ＜0＞ ＜28,275＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

26 ～ 27 基金型1 災害公営住宅駐車場整備事業 飯坂 県 県 直接

26 ～ 26- 1 災害公営住宅駐車場整備事業 笹谷 県 県

14 ◆ A - 1 - 7 -

直接13 ◆ A - 1 - 6

県 直接 26 ～5 - 1 災害公営住宅駐車場整備事業 鎌田 県12 ◆

基金型

A - 1 -

25 ～ 27 基金型

26 基金型

災害公営住宅整備事業 飯坂 県 県 直接11 A - 1 - 7

25 ～ 26

基金型
設計まではNo.4
【他事業より流用】（平成27年1月26日）
流用元：A-1-5 災害公営住宅整備事業(鎌田)
流用額：[H26]17,984千円（国費：15,736千円）【建設
費】
流用後交付対象事業費：656,264千円（国費：574,231
千円）

基金型
設計まではNo.3
【他事業へ流用】（平成27年1月26日）
流用先：A-1-6 災害公営住宅整備事業(笹谷)
流用額：[H26]17,984千円（国費：15,736千円）【建設
費】
流用後交付対象事業費：620,296千円（国費：542,759
千円）

10 A - 1 - 6

直接 25 ～ 26災害公営住宅整備事業

- 2 災害公営住宅子育て支援施設充実事業 飯野

災害公営住宅整備事業 笹谷 県 県 直接

8 ◆ A - 1 -

25

鎌田 県 県9 A - 1 - 5

飯舘村 直接 254

単年度型災害公営住宅駐車場整備事業 飯野 村 飯舘村 直接

村 26 単年度型～

7 ◆ A - 1 - 4 - 1

25 ～ 27 単年度型1 福島県復興公営住宅入居相談事業 福島市内 県 県 直接

～ 26

25 ～ 26災害公営住宅整備事業 飯野 村 飯舘村

6 ◆ A - 1 - 2 -

直接5 A - 1 - 4

県 直接 25 ～3 災害公営住宅整備事業 笹谷 県4

単年度型
控除額：88,422千円

A - 1 -

25 ～ 26
単年度型
建築工事からはNo.9

26
単年度型
建築工事からはNo.10

災害公営住宅整備事業 鎌田 県 県 直接3 A - 1 - 2

7,000 25 ～ 25 単年度型1 災害公営住宅整備計画策定事業 飯舘村 村 飯舘村 直接

単年度型

2 ◆ A - 1 - 1 -

直接 180,000 24 ～ 25災害公営住宅整備事業 飯野 村 飯舘村1 A - 1 - 1

全体事業
期間

（注６）
備　考（注７）直接／間接

（様式１－２）

福島市

基金設置の有無： 平成２６年３月 令和7年1月時点
（単位：千円）

総交付対象
事業費
（注３）

各年度の交付対象事業費

全体事業費
（注４）

復興交付金の
交付を受けた災
害公営住宅整
備事業等の総
交付対象事業

費
（注５）

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度



生活拠点形成事業計画　生活拠点形成事業等

有 設置の時期：

うち、福島県等
以外の者が負
担する額を減じ
た額

全体事業
期間

（注６）
備　考（注７）直接／間接

（様式１－２）

福島市

基金設置の有無： 平成２６年３月 令和7年1月時点
（単位：千円）

総交付対象
事業費
（注３）

各年度の交付対象事業費

全体事業費
（注４）

復興交付金の
交付を受けた災
害公営住宅整
備事業等の総
交付対象事業

費
（注５）

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度

(449,042) (449,042) (0) (61,333) (50,987) (56,420) (44,999) (34,297) (34,867) (34,801) (34,213) (30,067) (31,048) (36,010)

40,551 40,551 40,551

＜489,593＞ ＜489,593＞ ＜0＞ ＜61,333＞ ＜50,987＞ ＜56,420＞ ＜44,999＞ ＜34,297＞ ＜34,867＞ ＜34,801＞ ＜34,213＞ ＜30,067＞ ＜31,048＞ ＜36,010＞ ＜40,551＞

(527,907) (527,907) (6,789) (35,158) (255,869) (163,821) (137,472) (0) -(71,202) (0)

0 0 7

＜527,907＞ ＜527,907＞ ＜0＞ ＜6,789＞ ＜35,158＞ ＜255,869＞ ＜0＞ ＜163,821＞ ＜0＞ ＜137,472＞ ＜0＞ ＜0＞ -＜71,202＞ ＜0＞ ＜0＞

(2,745,292) (2,745,292) (621,380) (2,123,912) (0)

0 0

＜2,745,292＞ ＜2,745,292＞ ＜0＞ ＜621,380＞ ＜2,123,912＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

26 ～ 28

基金型
【他事業へ流用】（平成29年10月13日）
流用先：A-1-2-2福島県復興公営住宅入居相談事業
流用額：31,357千円（国費：27,437千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：2,713,935千円（国費：2,374,693
千円）
【他事業へ流用】（平成30年10月11日）
流用先：A-1-2-2福島県復興公営住宅入居相談事業
流用額：31,878千円（国費：27,893千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：2,682,057千円（国費：2,346,800
千円）

【他事業へ流用】（令和元年10月15日）
流用先：A-1-2-2福島県復興公営住宅入居相談事業
流用額：31,818千円（国費：27,840千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：2,650,239千円（国費：2,318,959
千円）

【他事業へ流用】（令和2年10月13日）
流用先：A-1-2-2福島県復興公営住宅入居相談事業
流用額：31,280千円（国費：27,370千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：2,618,959千円（国費：2,291,589
千円）

【他事業へ流用】（令和3年10月11日）
流用先：A-1-2-2福島県復興公営住宅入居相談事業
流用額：27,490千円(,国費：24,053千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：2,591,469千円（国費：2,267,536
千円）

【他事業へ流用】（令和4年10月12日）
流用先：A-1-2-2福島県復興公営住宅入居相談事業
流用額：28,387千円(,国費：24,838千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：2,563,082千円（国費：2,242,698
千円）

災害公営住宅整備事業 北中央 県 県 直接18 A - 1 - 10

基金型
【事業間流用】（令和6年1月10日）
流用先：D-13-1 被災者生活支援事業（いわき市）
流用額：71,202千円
流用後交付申対象事業費：527,907千円

県 直接 527,907 26 ～1 被災者生活支援事業 福島市内 県16 D - 13 -

～ 7

基金型
H25年度まではNo.6
【他事業より流用】（平成28年11月18日）
流用元：A-1-9 災害公営住宅整備事業（内郷宮町：
いわき市）
流用額：44,999千円（国費：35,999千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：213,739千円（国費：170,991
千円）
【他事業より流用】（平成29年10月13日）
流用元：A-1-10 災害公営住宅整備事業（北中央）
流用額：34,297千円（国費：27,437千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：248,036千円（国費：198,428
千円）

【他事業より流用】（平成30年10月11日）
流用元：A-1-10 災害公営住宅整備事業（北中央）
流用額：34,867千円（国費：27,893千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：282,903千円（国費：226,320
千円）

【他事業より流用】（令和元年10月15日）
流用元：A-1-10 災害公営住宅整備事業（北中央）
流用額：34,801千円（国費：27,840千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：317,704千円（国費：254,160
千円）

【他事業より流用】（令和2年10月13日）
流用元：A-1-10 災害公営住宅整備事業（北中央）
流用額：34,213千円（国費：27,370千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：351,917千円（国費：281,530
千円）

【他事業より流用】（令和3年10月11日）
流用元：A-1-10 災害公営住宅整備事業（北中央）
流用額：30,067千円（国費：24,053千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：381,984千円（国費：305,583
千円）

【他事業より流用】（令和4年10月12日）
流用元：A-1-10 災害公営住宅整備事業（北中央）
流用額：31,048千円（国費：24,838千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：413,032千円（国費：330,421
千円）

【他事業より流用】（令和5年10月11日）
流用元：A-1-8 災害公営住宅整備事業（泉町本谷）
流用額：31,048千円（国費：24,838千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：444,080千円（国費：355,259
千円）

【他事業より流用】（令和6年10月４日）
流用元：A-1-8 災害公営住宅整備事業（泉町本谷）
流用額：4,962千円（国費：3,969千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：449,042千円（国費：359,228
千円）

【他事業より流用】（令和7年1月9日）
流用元：A-1-8 災害公営住宅整備事業（泉町本谷）
流用額：40,551千円（国費：32,440千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：489,593千円（国費：391,668
千円）

福島県復興公営住宅入居相談事業 福島市内 県 県 直接 489,59315 ◆ A - 1 - 2 - 2 26



生活拠点形成事業計画　生活拠点形成事業等

有 設置の時期：

うち、福島県等
以外の者が負
担する額を減じ
た額

全体事業
期間

（注６）
備　考（注７）直接／間接

（様式１－２）

福島市

基金設置の有無： 平成２６年３月 令和7年1月時点
（単位：千円）

総交付対象
事業費
（注３）

各年度の交付対象事業費

全体事業費
（注４）

復興交付金の
交付を受けた災
害公営住宅整
備事業等の総
交付対象事業

費
（注５）

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体 令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和3年度

(163,393) (163,393) (10,164) (19,253) (18,584) (21,824) (14,272) (14,238) (12,507) (13,458) (11,098) (14,001) (13,994)

0 0 6

＜163,393＞ ＜163,393＞ ＜0＞ ＜10,164＞ ＜19,253＞ ＜18,584＞ ＜21,824＞ ＜14,272＞ ＜14,238＞ ＜12,507＞ ＜13,458＞ ＜11,098＞ ＜14,001＞ ＜13,994＞ ＜0＞

(13,699) (13,699) (894) (1,820) (1,900) (2,866) (1,441) (1,555) (1,114) (996) (685) (344) (84)

0 0 6

＜13,699＞ ＜13,699＞ ＜0＞ ＜894＞ ＜1,820＞ ＜1,900＞ ＜2,866＞ ＜1,441＞ ＜1,555＞ ＜1,114＞ ＜996＞ ＜685＞ ＜344＞ ＜84＞ ＜0＞

(4,362,728) (4,362,728) (62,575) (188,743) (440,681) (469,726) (475,123) (492,657) (492,177) (511,843) (589,836) (639,367)

0 0 6

＜4,362,728＞ ＜4,362,728＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜62,575＞ ＜188,743＞ ＜440,681＞ ＜469,726＞ ＜475,123＞ ＜492,657＞ ＜492,177＞ ＜511,843＞ ＜589,836＞ ＜639,367＞ ＜0＞

(485,840) (485,840) (11,890) (39,641) (68,218) (70,119) (66,466) (65,156) (57,464) (44,524) (38,285) (24,077)

0 0 6

＜485,840＞ ＜485,840＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜11,890＞ ＜39,641＞ ＜68,218＞ ＜70,119＞ ＜66,466＞ ＜65,156＞ ＜57,464＞ ＜44,524＞ ＜38,285＞ ＜24,077＞ ＜0＞
(90,000) (90,000) (4,000) (3,000) (69,000) (14,000) (0)

0 0
＜90,000＞ ＜90,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜4,000＞ ＜3,000＞ ＜69,000＞ ＜14,000＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(25,272) (25,272) (25,272) (0)
0 0

＜25,272＞ ＜25,272＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜25,272＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(377,648) (377,648) (127,648) (250,000)

0 0
8

＜377,648＞ ＜377,648＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜127,648＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜250,000＞ ＜0＞

(0) (0) (0) (0)

0 0 0

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞
(35,839) (35,839) (35,839) (0)

0 0
＜35,839＞ ＜35,839＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜35,839＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(15,381) (15,381) (15,381) (0)

0 0

＜15,381＞ ＜15,381＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜15,381＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(25,411,448) (25,411,448) (1,002,926) (5,553,415) (12,651,877) (585,157) (821,508) (684,240) (606,249) (743,707) (598,308) (598,217) (602,312) (963,532) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40,551

＜25,411,448＞ ＜25,411,448＞ ＜1,002,926＞ ＜5,553,415＞ ＜12,651,877＞ ＜585,157＞ ＜821,508＞ ＜684,240＞ ＜606,249＞ ＜743,707＞ ＜598,308＞ ＜598,217＞ ＜602,312＞ ＜963,532＞ ＜40,551＞
(1,030,707) (1,030,707) (642,615) (11,058) (35,073) (44,484) (114,690) (84,713) (29,793) (13,621) (14,454) (11,783) (14,345) (14,078) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
＜1,030,707＞ ＜1,030,707＞ ＜642,615＞ ＜11,058＞ ＜35,073＞ ＜44,484＞ ＜114,690＞ ＜84,713＞ ＜29,793＞ ＜13,621＞ ＜14,454＞ ＜11,783＞ ＜14,345＞ ＜14,078＞ ＜0＞

(24,380,741) (24,380,741) (360,311) (5,542,357) (12,616,804) (540,673) (706,818) (599,527) (576,456) (730,086) (583,854) (586,434) (587,967) (949,454) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40,551

＜24,380,741＞ ＜24,380,741＞ ＜360,311＞ ＜5,542,357＞ ＜12,616,804＞ ＜540,673＞ ＜706,818＞ ＜599,527＞ ＜576,456＞ ＜730,086＞ ＜583,854＞ ＜586,434＞ ＜587,967＞ ＜949,454＞ ＜40,551＞
(24,203,920) (24,203,920) (948,935) (5,448,207) (12,394,410) (528,737) (623,589) (598,723) (571,382) (708,906) (564,095) (568,150) (571,264) (677,522) (0)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0
＜24,203,920＞ ＜24,203,920＞ ＜948,935＞ ＜5,448,207＞ ＜12,394,410＞ ＜528,737＞ ＜623,589＞ ＜598,723＞ ＜571,382＞ ＜708,906＞ ＜564,095＞ ＜568,150＞ ＜571,264＞ ＜677,522＞ ＜0＞

(1,207,528) (1,207,528) (53,991) (105,208) (257,467) (56,420) (197,919) (85,517) (34,867) (34,801) (34,213) (30,067) (31,048) (286,010) (0)
0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 40,551

＜1,207,528＞ ＜1,207,528＞ ＜53,991＞ ＜105,208＞ ＜257,467＞ ＜56,420＞ ＜197,919＞ ＜85,517＞ ＜34,867＞ ＜34,801＞ ＜34,213＞ ＜30,067＞ ＜31,048＞ ＜286,010＞ ＜40,551＞

福島県

（注１）　「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。
（注２）　「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。
（注３）　「総交付対象事業費」は、「交付期間」を通じての全ての事業費を記載する。ただし、復興交付金の交付を受けた災害公営住宅事業等がある場合は、交付期間にかかわらず、当該事業費を含める。
（注４）　「全体事業費」は、「全体事業期間」を通じての全ての事業費を記載する。
（注５）　居住制限者のための災害公営住宅整備事業等として復興交付金の交付を受けた事業については、復興交付金事業計画に記載された当該災害公営住宅整備事業等の総交付対象事業費を記載する。
　　　　　その場合は、「総交付対象事業費」欄及び「各年度の交付対象事業費」欄は空欄とする。
（注６）　「全体事業期間」は、平成29年度以降に実施することが見込まれる事業については、平成29年度以降も含めて記載をする。
（注７）　年度間調整又は事業間流用を行った場合には、「備考」に年度間調整又は事業間流用を行った旨、その時期及び額を記載する。なお事業間流用を行う場合には、流用する（流用される）事業名も合わせて記載する。
（注８）　担当者氏名等は県及び市町村の担当者を並べて記載する。
（注９）　上段（　）書きは、前回までに配分された額を記載し、中段には今回申請する額を記載する。なお、下段＜　＞書きについては、自動計算される。
（注１０）各年度の交付対象事業費（中段）のうち、様式１－４で提出された年度の値が配分（申請）に係る交付対象事業費となる。

市町村名 電話番号 024-521-7521 メールアドレス aita_naoya_01@pref.fukushima.lg.jp

（ う ち 基 幹 事 業 ）

（ う ち避 難者 支援 事業 等）

都道県名 担当部局名 土木部　建築住宅課 担当者氏名 會田　直也

　　　　

合　　 計

（ う ち 市 町 村 交 付 分 ）

（ う ち 県 交 付 分 ）

直接 26 ～ 30- 3
災害公営住宅整備事業
（効果促進事業）

北沢又２ 県 県34 ◆ A - 1 - 11

県 直接 26 ～9 - 2
災害公営住宅整備事業
（効果促進事業）

北沢又 県33 ◆

基金型
事業内容の確定に伴い、移管道路、農道及び移管
水路（付替部分）を効果促進事業へ見直し。

A - 1 -

26 ～ 30

基金型
【他事業から流用】（平成29年9月1日）
流用元：A-1-11災害公営住宅整備事業（北沢又２）
流用額：559,800千円（国費：447,840千円）【工事費】
流用後交付対象事業費：559,800千円（国費：447,840
千円）

28
基金型
事業内容の確定に伴い、移管道路を効果促進事業
へ見直し。

新たな木造建築技術を活用した公営住宅の
整備（北沢又２）

北沢又２ 県 県 直接32 ◆ A - 1 - 11 - 2

387,152 27 ～

基金型
【他事業より流用】（令和6年10月４日）
流用元：A-1-8 災害公営住宅整備事業（泉町本谷）
流用額：250,000千円（国費：200,000千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：387,152千円（国費：302,118
千円）

1 県営住宅管理システム改修事業 県内 県 県 直接

基金型

31 ◆ A - 1 - 13 -

直接 29 ～ 29- 1 復興公営住宅保全情報整備事業 県内 県 県

31 単年度型

30 ◆ A - 1 - 12

福島市 直接 28 ～3 道路事業（市道上成出・中谷地線） 笹谷 市29 F - 1 -

485,840 ～28 A - 3 - 2 単年度型東日本大震災特別家賃低減事業 福島市内 県 県 直接

県 直接 4,362,728 27 ～2 災害公営住宅家賃低廉化事業 福島市内 県27

27

A - 2 - 単年度型

26 ～ 単年度型東日本大震災特別家賃低減事業 飯野 村 飯舘村 直接 13,69921 A - 3 - 1

163,393 26 ～ 単年度型災害公営住宅家賃低廉化事業 飯野 村 飯舘村 直接20 A - 2 - 1

mailto:nishida_osamu_01@pref.fukushima.lg.jp


令和7年度 生活拠点形成事業等

国土交通省
※本様式は同一の交付担当大臣が交付する事業等ごとに作成して下さい （単位：千円）

交付対象事業費
(b)

交付対象事業費のうち、福
島県等以外の者が負担す

る額を減じた額
(c)

うち交付金交付額
基幹事業の場合

（d）=a×b＋(c-a×b)/2
避難者支援事業等の場合

（d）=0.8c

年度間
調整額
（国費）

(e)

調整後の
交付金
交付額
(f)=d-e

(449,042) (449,042) (359,228)

40,551 40,551 32,440

＜489,593＞ ＜489,593＞ ＜391,668＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

(449,042) (449,042) (359,228) (0) (0)

40,551 40,551 32,440 0 0

＜489,593＞ ＜489,593＞ ＜391,668＞ ＜0＞ ＜0＞

福島県 担当者氏名 會田　直也

メールアドレス aita_naoya_01@pref.fukushima.lg.jp

（注１）「事業番号」は、基幹事業については、「（制度要綱別表の番号）-（同一事業計画中の同種の事業の通し番号）」、避難者支援事業等については、「◆（最も関連する基幹事業の事業番号）－（最も関連する基幹事業ごとの通し番号）」となるよう記載する。

（注２）「事業名」は実施する事業の内容がわかるように任意の名称を記載する。

（注３）「基本国費率」は、各交付担当大臣が定める交付要綱に規定される国費率を指す。（制度要綱第２の１の(３）におけるｂと同様）

（注４）基金を造成して復興交付金事業等を実施する場合、(b)欄には、当該年度に実施する事業の事業費を、（c）欄には事業費のうち福島県等以外の者が負担する額を減じた額を、（d）欄には基金からの取崩額を記載する。

（注５）「年度間調整額」の（国費）（e）は、前年度に制度要綱第１の７の④に該当した場合に記載する。

市町村名 電話番号 024-521-7521

合計額

都道県名 担当部局名 土木部建築住宅課

- -

- -

- -

- -

 県  直接 -

【他事業より流用】（令和7年1月9日）
流用元：A-1-8 災害公営住宅整備事業（泉町本谷）
流用額：40,551千円（国費：32,440千円）【委託費】
流用後交付対象事業費：489,593千円（国費：391,668千円）

- -

  2  －   2  福島県復興公営住宅入居相談事業  福島市内  県15  ◆  Ａ  －   1  －

事業
実施
主体

直接／間接

基本
国費率

（a）
（注３）

当該年度（注４）
年度間調整額（注５）

（該当する場合のみ記
載）

備　考

（様式１－４）

福島市 生活拠点形成事業計画

省庁名： 令和7年1月時点

No.
事業番号

（注１）
事業名
（注２）

地区名
施設名

交付
団体

mailto:nishida_osamu_01@pref.fukushima.lg.jp

